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【目　的】　日本の禁煙治療における看護師の役割の現状を明らかにすることを目的とした。
【方　法】　ニコチン依存症管理料算定施設のうち、診療所750施設、病院350施設、計1,100施設を無作為
に抽出し、質問紙調査を行った。調査票の内容は、看護師の禁煙治療での役割、支援時間、禁煙支援のスキ
ルをどの程度学べているか等とした。
【結　果】　調査票の回収率は25.9％であった。看護師が禁煙支援を行っている施設は63.9％であった。看護
師の禁煙支援のうち、患者の禁煙後に起きる個別の問題への対処について実施率が低かった。禁煙支援のス
キルを学べていると回答した施設は56.7％にとどまり、スキルを学べていないと回答した施設に比べて2.3倍
（95％信頼区間：1.16～4.67）高い禁煙成功率に関連していた。
【考　察】　今後、禁煙治療における看護師の禁煙支援に関するガイドラインやリーフレットの作成等により、
看護師の禁煙支援体制の強化を目指す必要があることが示唆された。
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諸　言
日本では2006年からニコチン依存症管理料の算定
が開始され、禁煙治療に健康保険が適用された。ニ
コチン依存症管理料の算定には施設基準が設けられ、
その施設基準の中に “禁煙治療に携わる専任の看護
師”を配置することが明記された。禁煙治療で実施さ
れる治療内容は、“禁煙治療のための標準手順書” 1）

によって標準化されている。しかし、標準手順書で
は医師と看護師の役割分担について明記されておら
ず、専任の看護師がどのような役割を担うのかは、
各施設に任されているのが現状である。
米国のAHRQ（Agency for Healthcare Research 

and Quality：医療研究品質局）が2008年に更新した

タバコ依存治療ガイドラインでは、禁煙支援に携わ
る医療スタッフの数、種類に比例して禁煙成功率が
上がると示された 2）。患者の禁煙成功率を上昇させ
るためにも、禁煙治療における看護師の禁煙支援は
重要な役割を担うものと考えられる。
一方、2009年に中央社会保険医療協議会（以下、

中医協）が報告した「ニコチン依存症管理料算定保
険医療機関における禁煙成功率の実態調査報告書」
では 3）、禁煙治療に携わる専任の看護師の人数につ
いて報告された。全体の38.2％が看護師を0～1人
配置していると回答しており、配置していない施設
がどの程度あるか把握ができなかった。また、この
調査は、禁煙治療が開始された2年後の調査であり、
その後の実態調査は我々の知る限り行われていない。
このように、看護師が保険を使った禁煙治療にど
の程度関わっているのか、また、どのような役割を
担っているのか、そしてどの程度禁煙支援のスキル
を学べているのかはわかっていない。

Riceらは、看護師の禁煙介入に対するメタアナリ
シスを行い、複数回に渡る看護師の禁煙支援は禁煙
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成功率を上げ、通常のケアだけを実施した場合に比
べると25％以上禁煙成功率を上げると報告した 4）。
禁煙介入では、単に禁煙の方法を伝えるのではなく、
禁煙の必要性をわかっているが実際の行動になかな
か起こせない受診者の特徴を十分に理解し、禁煙へ
の動機や自信を強化したり、自己効力感を高めるな
ど、禁煙への準備性や患者の個別性に合わせた禁
煙支援のスキルが欠かせない 5）。したがって禁煙治
療に関わる看護師が禁煙支援のスキルを高め介入を
行うことの重要性は高い。一方で、日本では保険を
使った禁煙治療が始まって10年が経過したが、禁煙
支援を含めた看護師の禁煙治療における役割は不透
明な部分が多い。本研究の目的は、日本の禁煙治療
における看護師の担っている役割を明らかにし、今
後看護師による禁煙支援をさらに効果的なものにす
るための手がかりとすることである。

研究対象・方法
1）対　象

2016年9月時点で、地方社会保険事務局にニコ
チン依存症管理料算定施設として登録されていた施
設は、診療所が13,726施設あり、病院は2,499施設
あった。本研究では、そのうち診療所750施設、病
院350施設、計1,100施設を無作為に抽出した。ま
た、診療所750施設中320施設、病院350施設中
150施設を、日本禁煙学会ホームページ 6）で認定お
よび専門指導者を登録している施設とした。

2）調査方法
2016年10月1日に、対象となった1,100施設に郵

送にて自記式質問紙調査票を配付した。調査票への
回答は、①禁煙治療に携わる看護師のみが回答、②
禁煙治療に携わる医師のみが回答、③禁煙治療に携
わる医師と看護師が相談して回答、の3パターンで、
施設の状況に合わせて回答者を決定することにした。
看護師に関わる質問を医師が回答してもよいが、可
能であれば看護師が回答するよう文書で依頼した。
また看護師が複数いる場合は代表者が看護師全員と
相談し記入するよう説明書に示した。回収期間は配
付から1か月とし、返信用封筒に入れ郵送で回収し
た。

3）用語の定義
本研究で用いられる「看護師の禁煙支援」とは、禁

煙治療内で看護師が患者に対し個別に時間をとり、
動機や自信の強化、禁煙の具体的方法、体重コント
ロール、再喫煙の防止策、ストレスコーピング、情
報提供等の面談を行うこととした。

4）調査項目
本研究で用いた自記式質問紙調査票は、研究者の

1人（谷口）が作成し、共同研究者全員からの意見で
修正を繰り返した（別掲1）。質問紙調査票はA3見開
き1枚で、以下の3項目を調査した。

（1） 施設の基本属性
 ニコチン依存症管理料算定開始時期、病院およ
び診療所の病床数や1日の患者数、スタッフ数、
禁煙治療の体制、過去1年のニコチン依存症管
理料算定患者数、2016年7月に社会保険事務局
に報告した禁煙成功者数および禁煙成功率等を
調査した。

（2） 医師の禁煙治療について
 医師の人数、医師の治療時間（初診／再診）を調
査した。

（3） 看護師の禁煙治療での役割とスキルアップにつ
いて

 禁煙治療に携わる看護師の人数、禁煙治療で看
護師が役割（禁煙支援以外の診療の補助業務を含
む、呼気一酸化炭素測定や問診、受付業務等）
をどの程度になっているか（必ず・ほぼ毎回担っ
ている、時々担っている、全く担っていない）、
どのような役割を担っているか、看護師が禁煙
治療内で禁煙支援を行っているか（必ず・ほぼ
毎回行っている、時々行っている、全く行って
いない）、その場合の初診および再診の平均支援
時間、禁煙支援の具体的な内容、禁煙支援のス
キルを看護師がどの程度学べているか（十分学べ
ている、学べている、あまり学べていない、全く
学べていない）、今後あったらよいと思うスキル
アップのツール等を調査した。

5）分析方法
診療所と病院では、職員の配置や診療体制が大き

く異なるため、集計及び分析は診療所と病院に分け
て行った。平均の比較はマンホイットニーのU検定、
割合の比較はχ2乗検定を用いた。禁煙支援のスキ
ルを看護師がどの程度学べているかと、禁煙成功率
との関係性を明らかにするために、多変量調整ロジ
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スティック回帰分析を行った。対象となった施設に
おける昨年度の平均禁煙成功率が61.1％（標準偏差
（SD）：23.5）であったため、従属変数として禁煙成
功率60％以上を設定した。調整因子として、基本属
性となる施設（診療所／病院）、禁煙成功率にも影響
を及ぼすと考えられる年間患者数、日本禁煙学会の
認定指導者がいるか否か、および先行研究にて禁煙
成功率に関係すると報告されている、医師および看
護師の指導時間 7）を強制投入法にて投入した。

6）倫理的配慮
本研究は、椙山女学園大学看護学部研究倫理審
査委員会の承認（平成28年7月：承認番号154）を得
て実施した。

結　果
1）対象施設の基本属性
質問紙調査票の回収数は、診療所169施設、回収
率22.5％、病院116施設、回収率33.1％であり、全
体で285施設／1,100施設（回収率25.9％）であった。
各施設の禁煙治療の実施状況を表1に示す。過去

1年間に1人以上ニコチン依存症管理料を算定して
いない施設は285施設中10施設（3.5％）であった。
70％以上の施設がニコチン依存症管理料の算定開始
から6年以上経過していた。診療所では10年以上経
過した施設が40.2％を占め、回答のあった病院に比
べて長い期間禁煙治療を実施していた（p＝0.047）。
昨年度のニコチン依存症管理料算定患者数は半数
以上の施設（52.3％）で20人以下という回答であっ
た。医師の禁煙治療での診療時間は、初診平均18.0
分（標準偏差（SD）：13.1）、再診平均9.0分（SD：
6.1）で、初診の診療時間は再診の倍の時間を費やし
ていた。診療所は病院に比べて診療時間が短く、初
診14.5分（SD：9.0）と再診7.7分（SD：5.4）であっ
た。一方で、禁煙成功率に両者の間で統計学的に有
意な差はみられなかった。禁煙成功率は40％未満か
ら80％以上までばらつきがみられた。

2）看護師の禁煙治療での役割
ニコチン依存症管理料算定の条件となっている、
禁煙治療に携わる専任の看護師を配置している施設
は全体の95.9％であった（表2）。11施設は専任の

別掲1　病院用質問紙調査票

27 
 

別掲１．病院用質問紙調査票
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看護師を配置していなかった。禁煙治療で看護師
がなんらかの役割を担っているかの問に対して、必
ず・ほぼ毎回担っていると回答した施設は、専任
の看護師を配置している施設の中で85.9％を占め
た。診療所と病院では差はみられなかった。一方
で、なんらかの役割を全く担っていない施設を除い
た258施設中、禁煙治療内で看護師が禁煙支援を必
ず・ほぼ毎回実施していると回答した施設は、164
施設（63.6％）であった。看護師の禁煙支援以外の
役割は、問診内容の確認（86.0％）、患者の呼び込み
（81.6％）、問診票の配布・回収（79.2％）、呼気一酸

化炭素濃度測定（78.3％）が多くの施設で行われてお
り、予約の確認（54.3％）、データ入力（46.9％）、電
話相談（43.7％）、電話や郵送での追跡調査（28.4％）
などは、半数程度もしくは以下の施設で実施されて
いた。
看護師の禁煙支援時間は初回平均20.3分（SD：

14.0）、再診平均10.7分（SD：7.7）であった（表2）。
病院は診療所に比べて支援時間が長く、特に再診時
の支援時間は、統計学的有意に長かった（9.7分v.s. 
12.0分、p＝0.032）。看護師が禁煙支援を実施して
いる施設の方が禁煙成功率は高かったが、統計学的

表2　看護師の禁煙治療での役割と実際
診療所 病　院 全　体

n ％ n ％ p-value n ％

専任の看護師の配置 配置している 158 96.9 102 94.4 0.310 260 95.9
配置していない 5 3.1 6 5.6 11 4.1

禁煙治療に携わる 
看護師の人数 平均（SD） 3.12 （2.29） 3.53 （2.46） 0.170 3.28 （2.36）

禁煙治療で看護師が 
何らかの役割を 
担っているか

必ず・ほぼ毎回担っている 134 84.3 92 88.4 0.336 226 85.9
時々担っている 18 11.3 9 8.7 27 10.3
ほとんど・全くない 7 4.4 3 2.9 10 3.8

禁煙治療内での看護師の 
禁煙支援の実施状況

必ず・ほぼ毎回行っている 99 63.5 65 63.7 0.855 164 63.6
時々行っている 27 17.3 20 19.6 47 18.2
ほとんど・全く行っていない 30 19.2 17 16.7 47 18.2

看護師の禁煙支援時間 初回　平均（SD） 19.8 16.1 20.6 10.5 0.682 20.3 14
再診　平均（SD） 9.7 7.4 12 8 0.032 10.7 7.7

禁煙治療で看護師が禁煙支援以外の役割を担っている施設は、86％を占めた。
看護師が禁煙支援を行っている施設は、64％にとどまった。

表1　各施設の禁煙治療の実施状況
診療所 病　院 全　体

　 n/mean ％ /SD n/mean ％ /SD p-value n/mean ％ /SD

ニコチン依存症管理料 
算定開始からの年数

3年未満 18 10.7 19 16.4 0.047 37 13
3～5年 25 14.8 22 19.0 47 16.5
6～9年 58 34.3 39 33.6 97 34
10年以上 68 40.2 36 31.0 　 104 36.5

平成27年度のニコチン 
依存症管理料算定患者数

10人以下 48 29.8 35 32.1 0.724 83 30.7
11人以上20人以下 46 28.6 22 20.2 68 25.2
21人以上40人以下 37 23.0 30 27.5 67 24.8
41人以上 30 18.6 22 20.2 　 52 19.3

禁煙治療に携わる 
医師の数（人） 平均（SD） 1.50 （1.72） 2.57 （5.85） 0.027 1.93 （3.98）

医師の禁煙外来での 
診療時間

初診　平均（SD） 14.5 （9.0） 23.3 （16.1） p＜0.001 18.0 （13.1）
再診　平均（SD） 7.7 （5.4） 10.9 （6.7） p＜0.001 9.0 （6.1）

禁煙成功率

40％未満 18 11.8 25 24.0 0.192 43 16.8
40％以上60％未満 39 25.7 23 22.1 62 24.2
60％以上80％未満 61 40.1 31 29.8 92 35.9
80％以上 34 22.4 25 24.1 59 23.1

Mann–Whitney U test, Student t-test
禁煙治療を開始して10年以上の施設の割合が多かった。年間患者数は20人以下が半数以上を占めた。
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有意差はみられなかった（支援あり v.s. 支援なし：
62.0％ v.s. 59.7、p＝0.304）。
看護師の禁煙支援内容の詳細について図1に示す。

動機の強化、自信の強化、禁煙の具体的な方法の教
育、賞賛など、行動科学に沿った支援が70％を超
える施設で実施されていた。その一方で、体重コン
トロール、再喫煙の防止策、ストレスコーピング等、
禁煙開始後に患者に起こる個別の問題の対処に関し
ては実施率が少なく、30～50％台の実施率であった。

3）禁煙支援のスキルに対する学習状況
禁煙支援のスキルを学べているかの問に対して、

あまり学べていない、もしくは全く学べていないと回
答した施設は全体の43.3％を占めた（図2）。診療所
で禁煙支援のスキルをあまり学べていない・全く学
べていないと回答した施設は42施設（34.2％）、病院
では48施設（56.4％）であった。病院の看護師は診
療所の看護師に比べて、統計学的有意に禁煙支援の
スキルを学べていないと回答していた（p＜0.001）。
禁煙支援のスキルを十分学べている・学べていると
回答した施設は、あまり学べていない・全く学べて
いないと回答した施設と比べ、禁煙成功率が高かっ
た（中央値：66.9％ v.s. 58.4％、p＝0.004、マンホ
イットニーのU検定）。調査対象施設の昨年度の平

図2　禁煙支援のスキルに対する学習状況
病院の看護師は診療所の看護師に比べて、統計学的有意に禁煙支援のス
キルを学べていないと回答していた（p＜0.001）。

図２．禁煙支援のスキルに対する学習状況	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

病院の看護師は診療所の看護師に比べて、統計学的有意に禁煙支援のスキルを学べていないと回答していた（p<0.001）。	
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図1　看護師の禁煙支援内容
動機の強化、自信の強化等、行動科学に沿った支援が70％を超える施設で実施されている一方で、体重コン
トロール、再喫煙の防止策、ストレスコーピング等、禁煙開始後に患者に起こる個別の問題の対処に関して
は実施率が少なかった。
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均禁煙成功率約60％を従属変数として多変量調整
ロジスティック回帰分析を行った（表3）。禁煙支援
のスキルを学べていると回答した施設は、そうでな
い施設に比べて2.3倍（95％信頼区間（CI）：1.16～
4.67）禁煙成功率60％以上の割合が高かった。また、
看護師の禁煙支援時間は、5分未満の施設に比べて
21分以上30分以下で実施している施設のオッズ比
（OR）は1.1、31分以上実施している施設のオッズ
比は1.9と高かった。ただし、統計学的な有意差は

みられなかった。加えて、日本禁煙学会の認定指導
者を有する者のいる施設はそうでない施設に比べて、
2.2倍禁煙成功率の高い施設が多かった（95％ CI：
1.02～4.92）。
回答した看護師らが考えた、今後あったらよいと
思う禁煙支援のスキルアップのツールについて、最
も多い回答は「講演会・勉強会」であり、2番目に多
かった「ホームページの情報提供（45.8％）」を上回
る80.4％の施設で回答があった（図3）。携帯アプリ、

表3　禁煙成功率60％以上の要因
Odds Ratio p値 ［95% Conf. Interval］

施設 診療所 1.00
病院 0.82 0.580 0.40 1.66

認定＊ なし 1.00
あり 2.24 0.045 1.02 4.92

禁煙支援のスキル 学べていない 1.00
学べている 2.33 0.017 1.16 4.67

1年間の患者数

10人以下 1.00
11人以上20人以下 0.46 0.132 0.17 1.26
21人以上40人以下 0.62 0.337 0.23 1.64
41人以上 0.23 0.007 0.08 0.67

医師の診療時間

5分以下 1.00
6分以上10分以下 0.36 0.085 0.11 1.15
11分以上20分以下 0.47 0.201 0.15 1.50
21分以上30分以下 1.30 0.740 0.28 6.00
31分以上 0.91 0.909 0.17 4.89

看護師の禁煙支援時間

5分以下 1.00
6分以上10分以下 0.54 0.280 0.17 1.66
11分以上20分以下 0.71 0.532 0.24 2.09
21分以上30分以下 1.11 0.862 0.34 3.58
31分以上 1.85 0.436 0.39 8.62

＊日本禁煙学会認定指導者のいる施設を「あり」とした禁煙支援のスキルを学べていると回答した施設は、そうでない
施設と比べて2.33倍禁煙成功率60％以上の割合が高かった。

図3　今後あったらよいと思うスキルアップのツール
最も多い回答は「講演会・勉強会」であり、2番目に多かった「ホームページの情報提供（45.8％）」を大幅に
上回る80.4％の施設で回答があった。

図３．今後あったらよいと思うスキルアップのツール	
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メールサービス、電話相談、SNS等はあったらよい
と回答する施設は15％に満たなかった（図3）。

考　察
ニコチン依存症管理料の算定が開始されてから10
年が経過した。保険を使った禁煙治療を実施する施
設は16,000施設を超え、数多くの専任の看護師が禁
煙治療に携わっている。しかし、日本の禁煙治療に
携わる看護師への禁煙支援の方法論 5, 8）や教育プログ
ラム 9）などが発展していく中で、未だ禁煙治療に携
わる看護師の役割の実態は不透明な部分が多い。
本研究では、禁煙治療に専任の看護師を配置し

ている施設は全体の95.9％、そのうち看護師がなん
らかの役割を担っている施設は85.9％であった。さ
らにその中で看護師が禁煙支援を行っている施設は
63.6％にとどまった。2009年に中医協から報告され
た、ニコチン依存症管理料算定医療機関における禁
煙成功率の実態調査 3）には、医師に加えて他の医療
職も禁煙支援をしている施設は60.3％であり、その
うち看護師が支援をしている施設は93.5％であった。
2009年の調査と本調査では、看護師の禁煙支援の実
施率は同程度であり、8年経過した中で、現状はほぼ
変わっていないことが示唆された。1人の医療職の禁
煙支援は、禁煙支援をしない場合と比べて禁煙成功
率が高く、2職種以上となるとさらに禁煙成功率が上
がるという報告がある 2）。加えて、2013年に報告さ
れた、看護師の禁煙支援に関する35研究のメタアナ
リシスには、リーフレット等を用いて10分以上の複
数回の禁煙支援を行うといった、日本の禁煙治療で
推奨されるような看護師の禁煙介入の効果について
示された 5）。その結果、看護師の禁煙支援は何もし
ない場合に比べて1.3倍6か月以上の長期的な禁煙成
功率を上げると報告された 4）。本研究結果は、看護
師が医師とともに禁煙支援を行うことで禁煙成功率
が上昇する傾向が認められた。統計学的な有意差で
はなかったが、これらの先行研究から、医師のみが
禁煙支援を行うことに加え、看護師が禁煙支援を行
うことで、さらに安定した禁煙成功率につながるこ
とが予測された。一方、本研究では、看護師の禁煙
支援時間は診療所に比べて病院のほうが長く、加え
て、医師の診療時間も病院のほうが長いという結果
であった。しかし、我々の予測に反して禁煙成功率
は両者の間に差が見られなかった。通常、禁煙支援
の時間が長ければ長いほど、禁煙成功率は上がると

言われている 7）。本研究では、禁煙治療の実施状況
や禁煙成功率等は調査したが、各施設における患者
情報は調査していない。本研究結果で禁煙支援の時
間と禁煙成功率との間に関連が見られなかった理由
として、患者のニコチン依存度や精神疾患の有無な
ど、禁煙成功率に影響を及ぼすであろう患者要因が、
診療所と病院の間で差があった可能性も考えられた。
また、使用薬剤や禁煙支援に用いる教材、看護師の
禁煙支援のスキル等、禁煙成功率を左右するであろ
う要因が、施設間で差があった可能性も否めない。
本研究では、各施設で行われている禁煙支援の内
容は大きく異なり、特に患者の禁煙後に起きる体重
増加やストレスコントロール、再喫煙の対処等、個
別の問題について支援している施設は少なかった。
Kazemzadehらは、看護師の禁煙介入についてシス
テマティックレビューを行った 10）。その結果、世界
的に看護師の行う禁煙支援のガイドラインは存在せ
ず、看護師が禁煙支援を行うためには、冊子やリー
フレット等の教材を提供しながら行うことが望ましい
と示された。日本では、禁煙治療を行う際に「禁煙治
療のための標準手順書」1）が利用されており、問答集
等が記されている。しかし、この標準手順書には詳
細な支援方法等の記載はなく、看護師の役割につい
て言及されていない。また、その他に禁煙治療にお
ける看護師の禁煙支援に関するガイドライン等は存在
せず、対処方法がわからない、もしくは自信がない
看護師がいると予測される。ガイドラインとともに、
禁煙開始後に起こるさまざまな問題に関して、ある程
度標準化させたリーフレット等を作成し、利用できる
システムを構築する必要があると考えられた。
本研究では、看護師が禁煙支援のスキルを学べて

いないと回答した施設は全体の43.3％を占めた。特
に病院の看護師は診療所の看護師に比べて禁煙支援
のスキルを学べていないと回答した施設が多かった
（診療所：34.2％ v.s. 病院：56.4％）。本研究の対象
看護師の平均勤務年数は、診療所5年1か月、病院
4年2か月、と、統計学的有意に診療所看護師の方
が長く勤務していた（図示せず）。病院看護師は勤務
交代等で禁煙治療に携わる年数が少なく、禁煙支援
のスキルを学ぶ機会が少ないことが推測された。ま
た、回答した施設の中で日本禁煙学会認定指導師
がいる割合は、診療所では58.0％、病院では51.7％
と、統計学的な有意性はないものの病院の方が少な
く、そのこともスキルを学ぶ機会の少なさに関わっ
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ていると考えられた。本研究結果は、禁煙支援のス
キルを学べていると回答した施設で、学べていない
と回答した施設に比べて2.2倍禁煙成功率60％以上
であることのオッズ比が高いことを示した。Carson
らは、禁煙支援のトレーニングを受けた医療職とそ
うでない医療職の禁煙支援に関するメタアナリシス
を行い、禁煙支援のトレーニングを受けた医療職は、
そうでない医療職に比べて禁煙支援の実施率が2.3
倍高まり、患者の禁煙成功率を1.6倍上げることを
報告した 11）。また、Sarnaらは、看護師に対する禁
煙支援の教育プログラムの実施が、看護師の禁煙支
援の頻度にどの程度影響するかを調査した 12）。その
結果、教育プログラムを受けた看護師らは、3か月
後には統計学的有意に禁煙支援を実施する頻度が上
がったと報告している。本研究では、禁煙支援を学
べていると回答した看護師らの施設は、禁煙成功に
影響を及ぼすであろう因子を調整しても禁煙成功率
60％以上の割合が高かった。これまでの先行研究の
結果を踏まえても、看護師らに禁煙支援のスキルを
向上させるための教育を行うことは、看護師の禁煙
支援の実施率を高め、各施設の禁煙成功率の上昇に
関わると予測され、重要性が高いと考えられた。看
護師らの望むスキルアップのツールは、講演会や勉
強会が最も多く、ホームページの情報提供、eラーニ
ングが続いた。先行研究においても、禁煙治療に携
わる看護職らが勉強会や講習会を希望していること
が明らかにされている 13, 14）。今後、特にスキルを学
べていないと回答した施設の多かった病院の看護師
らに対して、講演会形式を取り入れたスキルアップ
ツールを開発していく必要があると考えられた。ま
た、日本禁煙学会の認定指導者を持つ施設は、そ
うでない施設に比べて禁煙成功率が高かったことか
らも、今後このような認定制度をさらに強化し、看
護師に限らず、禁煙治療に携わるすべての医療職が
各々のスキルを上げるきっかけとなるシステムを構
築する必要があると考えられた。
本研究にはいくつかの限界がある。1つ目に、本
研究は自記式の調査であり、各施設の代表者が回答
をしている。回答者が積極的に禁煙治療に関わって
いない場合や、関わっている本人でない場合も考え
られ、思い違いや書き間違え等の発生する可能性が
ある。2つ目に、本研究の回収率は25.9％と低かっ
た。回答を返信した施設は、その時点で禁煙支援に
前向きであると予測される。また、対象施設の中に

日本禁煙学会認定指導者のいる施設を40％程度含め
ており、一般の禁煙治療を実施している施設よりも
禁煙治療を多く実施している施設であるかもしれな
い。ロジスティック回帰分析において、認定指導者
の有無を調整はしているが、本研究の対象は、ニコ
チン依存症管理料を算定しているすべての施設に比
べ、前向きに禁煙治療に取り組んでいる施設である
可能性が高い。
本研究では、ニコチン依存症管理料算定施設に対

し、看護師の禁煙治療における役割について現状調
査を行った。その結果、多くの施設で禁煙治療にお
いて看護師が何らかの役割を担っていたが、看護師
が禁煙支援を行っている施設は、高く見積もっても
約6割にとどまった。また、看護師が禁煙支援のス
キルを学べていないと回答した施設は、少なくとも
全体の43％を占め、スキルが学べているか否かは、
施設の高い禁煙成功率と関連していた。今後、禁煙
治療における看護師の禁煙支援に関するガイドライ
ンやリーフレットの作成、およびスキルを学ぶための
講演会形式のツールの開発等により、看護師の禁煙
支援体制の強化を目指す必要があることが示唆され
た。このことが、将来の禁煙治療における患者の禁
煙成功率の向上に寄与するものと考えられた。
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The role and practice of nurses in Japanese smoking cessation therapy:  
a cross-sectional survey

Chie Taniguchi1, 2, Takahiro Tabuchi3, Izumi Sezai4, 5, 
Tomoyasu Hirano5, Satomi Kubota6, Hideo Tanaka7

Abstract
Aim: To identify nurses’ role and practice in smoking cessation therapy (SCT) in Japan. 
Methods: We distributed a self-administered questionnaire to the nurses or physicians of 750 clinics and 
350 hospitals using a random sampling technique. Questionnaire items included nurses’ role in SCT, time of 
nurses’ counseling and whether the nurses who were engaged in SCT at the institutions received education 
on smoking cessation intervention. 
Results: The response rate was 25.9%. SCT included nurses’ counseling in 64% of the medical institutions. 
Among these institutions, 64% of the institutions provided individualized nurses’ counseling for patients’ 
problems that occurred after the cessation. Only 57% of institutions answered that the nurses had received 
skilled training for smoking cessation intervention. The institutions in which the nurses received skilled train-
ing for smoking cessation intervention showed significantly higher success rate (odds ratio: 2.33, p = 0.017) 
than institutions in which nurses did not receive such skilled training. 
Discussion: It is necessary to establish standardized guidelines for nurses’ counseling in SCT and to use effec-
tive materials such as a leaflet to be given to patients for smoking cessation intervention.
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